
１　見直し区分ごとの件数

廃止 縮小 統合 その他 計

総務部 4 62 0 14 80
企画部 2 18 1 5 26
環境生活部 3 45 7 11 66
保健福祉部 4 60 3 51 118
産業経済部 3 160 17 14 194
土木部 0 31 0 17 48
議会事務局・出納局・各種委員会 0 9 0 1 10
警察本部 1 26 0 10 37
教育庁 4 70 4 9 87

計 21 481 32 132 666
※　上記は，原則として一般財源ベースで100万円以上の見直しを検討している事務事業を対象としている。

２　主な見直し対象事業 （単位：千円）

当初予算額
うち
一般財源

【総 務 部】

私立学校運営費補助 10,260,829 9,070,829 私立高校，幼稚園に対する運営費補助の県単嵩上げ分の縮小

宮城大学運営事業費（研究費：一般研究費） 173,359 173,359 宮城大学研究費補助等の縮小

「みやぎ県政だより」等発行作成事業 251,078 251,078 県政だより頁数の削減による印刷経費の縮減等

【企 画 部】

Ｊリーグ推進事業 50,000 50,000 （株）東北ハンドレッドに対する補助金の削減

プロ野球長期定着支援金 16,200 16,200 「プロ野球新球団支援事業」として一本化（統合）

離島航路運行維持対策事業費 90,155 90,155 補助要件の見直し

地方生活バス路線の維持・活性化事業 195,722 195,722 補助要件の特例廃止，国庫補助制度の改正に伴う見直し

地籍調査市町村事業費負担金 200,430 66,810 市町村事業計画の見直しによる事業量の縮減

【環境生活部】

百万本植樹事業 13,969 9,369 学校，公園等市町村公共施設に対する緑化木植樹業務の削減

合併処理浄化槽設置推進事業 138,000 138,000 市町村に対する補助件数の絞込み

文化活動促進助成事業費 60,213 60,213 県内文化団体に対する補助金の削減

海外移住関係事業 9,260 9,260 海外移住者敬老祝金の段階的廃止

宮城県少年の船事業 8,426 8,426 研修の一部直営化，参加負担金の見直し等

【保健福祉部】

民生バス運行事業 15,905 15,905 県社会福祉協議会に補助している民生バス運行事業の廃止

救急医療情報センター運営委託事業 132,782 95,869 救急医療情報センター運営に対する委託費の削減

ひとりぐらし老人等緊急通報システム整備事業 53,750 53,750 市町村からの負担金徴収による削減

乳幼児医療助成事業費 1,032,205 1,019,342 一部自己負担の導入（平成19年度から）

【産業経済部】

機械類貸与資金貸付事業 337,342 23,624 事業内容の見直しによる補助金の廃止

小規模事業経営支援事業費補助 2,224,753 2,063,429 マスタープランに基づく商工会合併に伴う人件費の削減等

新規高卒未就職者対策費 48,818 48,818 事業内容の見直しによる新規高卒未就職者の非常勤職員雇用の廃止

宮城米広報宣伝事業費 26,990 26,990 事業内容の見直しによる負担金の削減

物産展開催事業費 22,864 22,864 東京アンテナショップ開設に伴う首都圏物産展開催の見直し

農地保有合理化促進事業費 236,839 58,477 事業内容の見直しによる補助金の削減

優良肉用牛資源供給事業費 90,688 90,688 事業執行方法の見直しによる一般財源の削減

経営体育成促進事業費 453,749 202,693 事業内容の見直しによる交付金の削減

経営構造対策事業費 161,817 30,000 年次事業計画の見直しによる交付金の削減

基盤促進事業費 300,076 69,587 年次事業計画の見直しによる交付金の削減

【土 木 部】

公共事業統合支援情報システム整備事業 46,359 45,364 電子納品保管管理システム等の整備スケジュールの見直し

【警察本部】

一般管理経費 437,751 430,071 消耗品等事務経費の節減，警察署統合に伴う光熱水費等の低減

警察官制服等被服費 321,868 321,868 警察官制服の減耗更新期間の延長

駐在所等協力家族報奨金 140,304 140,304 過去の支給実績見合いでの縮減

【教 育 庁】

図書館資料費 83,240 83,240 図書整備種類の精査による縮小

国民大会参加事業費 113,000 113,000 選手派遣補助対象経費の見直しによる縮小
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